
（対象年度：令和4年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力 資金繰り状況

都道府県名 団体名

愛知県 高浜市

財政力指数 1.00 標準財政規模（百万円） 9,663

R5.1.1人口(人) 49,154 令和4年度職員数(人) 245

面積（K㎡) 13.11 人口千人当たり職員数(人) 5.0

積立低水準 ✔ 収支低水準 該当なし

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 ✔ 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

実質的な
債務

その他

債務高水準

建設債

(単位：人）

H22年 44,027 7,513 17.1% 28,670 65.4% 7,645 17.4% 283 1.3% 11,013 51.8% 9,953 46.8%

H27年 46,236 7,459 16.2% 29,818 64.8% 8,750 19.0% 239 1.0% 11,833 51.9% 10,708 47.0%

R2年 46,106 7,040 15.3% 30,019 65.1% 9,047 19.6% 222 0.9% 13,408 51.4% 12,458 47.8%

調査年 総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口

全国平均

愛知県平均
R2年

11.9% 59.5% 28.6% 3.2% 23.4% 73.4%

13.0% 61.7% 25.3% 1.9% 32.4% 65.7%

財務状況把握の結果概要 東海財務局融資課

◆対象団体

◆基本情報
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◆国勢調査情報



※平均値は、いずれもR4年度

※１．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R4年度における類型区分である。

　 ３．各項目の平均値は、各団体のR4年度計数を単純平均したものである。

　 ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。

 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（月）」として単純平均している。

（R4年度） 高浜市 全国平均 類似団体平均

高浜市 全国平均 類似団体平均 高浜市 全国平均 類似団体平均

高浜市 全国平均 類似団体平均 高浜市 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移

0

5

10

15

20

25

30

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

債務償還可能年数５ヵ年推移

2

8

14

20

26

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

実質債務月収倍率５ヵ年推移

▲ 5

0

5

10

15

20

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

行政経常収支率５ヵ年推移

-40

-20

0

20

40

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

（単位：億円）
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＜財務指標＞

（単位：年） （単位：月）

（単位：月） （単位：％）

健全化判断比率 高浜市  早期健全化基準  財政再生基準

実質赤字比率 - 13.39% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 18.39% 30.00% 

実質公債費比率 1.6% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 21.8% 350.0% -

債務償還可能年数 2.3年 4.1年 4.1年 4.2年 4.3年

実質債務月収倍率 3.9月 4.5月 5.5月 4.9月 4.8月

積立金等月収倍率 3.3月 2.9月 2.7月 2.5月 2.4月

行政経常収支率 13.8% 9.2% 11.2% 9.6% 9.3%

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
（参考）

愛知県
平均値

4.9年 4.2年 2.8年

7.6月 6.1月 4.0月

6.0月 7.5月 5.1月

13.6% 13.9% 13.1%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

都市Ⅰ－２

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５ヵ年推移

高浜市

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 9,207 9,107 9,355 8,571 9,286 57.6% 5,396 32.0%

　地方譲与税・交付金 1,184 1,212 1,389 1,992 1,639 10.2% 1,310 7.8%

　地方交付税 186 83 80 95 128 0.8% 5,223 31.0%

　国（県）支出金等 2,692 3,068 3,875 5,185 4,456 27.6% 4,031 23.9%

　分担金及び負担金・寄附金 75 89 92 127 95 0.6% 405 2.4%

　使用料・手数料 367 278 196 209 209 1.3% 270 1.6%

　事業等収入 207 268 275 270 303 1.9% 211 1.3%

行政経常収入 13,918 14,105 15,262 16,449 16,116 100.0% 16,846 100.0%

　人件費 1,738 1,810 2,032 2,073 2,111 13.1% 3,125 18.6%

　物件費 2,945 3,141 3,275 3,449 3,410 21.2% 3,103 18.4%

　維持補修費 192 172 165 133 111 0.7% 283 1.7%

　扶助費 3,724 4,071 4,354 5,486 4,902 30.4% 3,332 19.8%

　補助費等 1,773 2,382 2,460 2,438 2,812 17.4% 3,055 18.1%

　繰出金（建設費以外） 1,562 1,177 1,221 1,243 1,226 7.6% 1,573 9.3%

　支払利息 55 50 42 42 34 0.2% 65 0.4%

　（うち一時借入金利息） (－) (－) (－) (0) (－) (0)

行政経常支出 11,990 12,804 13,548 14,864 14,607 90.6% 14,536 86.3%

行政経常収支 1,929 1,302 1,714 1,585 1,509 9.4% 2,309 13.7%

　特別収入 83 8 5,036 26 58 274

　特別支出 5 0 4,954 1 27 123

行政収支（A） 2,006 1,310 1,795 1,610 1,540 2,461

■投資活動の部■

　国（県）支出金 862 228 223 161 235 50.4% 607 38.5%

　分担金及び負担金・寄附金 1 11 5 6 5 1.1% 303 19.2%

　財産売払収入 6 20 7 11 10 2.0% 42 2.7%

　貸付金回収 82 82 82 77 77 16.6% 197 12.5%

　基金取崩 237 250 313 241 139 29.8% 426 27.0%

投資収入 1,188 592 631 497 466 100.0% 1,576 100.0%

　普通建設事業費 3,588 2,120 2,495 1,062 1,261 270.4% 2,420 153.6%

　繰出金（建設費） 244 － － － － 0.0% 11 0.7%

　投資及び出資金 20 381 515 422 399 85.7% 198 12.6%

　貸付金 70 70 70 65 65 13.9% 184 11.7%

　基金積立 21 76 129 138 112 24.0% 611 38.8%

投資支出 3,944 2,647 3,210 1,687 1,837 394.1% 3,425 217.3%

投資収支 ▲2,756 ▲2,055 ▲2,579 ▲1,190 ▲1,371 ▲294.1% ▲1,849 ▲117.3%

■財務活動の部■

　地方債 2,017 1,196 1,648 372 491 100.0% 1,389 100.0%

  （うち臨財債等） (314) (－) (－) (－) (－) (185)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 2,017 1,196 1,648 372 491 100.0% 1,389 100.0%

　元金償還額 729 677 673 675 884 180.2% 1,923 138.4%

　（うち臨財債等） (480) (473) (473) (472) (475) (704)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 729 677 673 675 884 180.2% 1,923 138.4%

財務収支 1,289 519 975 ▲303 ▲394 ▲80.2% ▲534 ▲38.4%

収支合計 539 ▲226 191 117 ▲225 78

償還後行政収支（A-B) 1,277 633 1,122 935 656 538

■参考■

実質債務 4,609 5,401 7,086 6,720 6,534 10,706

（うち地方債現在高） (8,019) (8,538) (9,513) (9,210) (8,816) (19,021)

積立金等残高 3,842 3,494 3,512 3,548 3,308 8,592

※類似団体平均値は、各団体のR３年度計数を単純平均したものである。

類似団体平均値
（R4年度）H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
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◆ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

　債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行政経常収支率を利
用して、ストック面（債務の水準）及びフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。

【診断結果】
　債務償還能力については、償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率の水準が低くやや注意すべき状況にあると考えられる。

①ストック面（債務の水準）
　債務の水準を示す実質債務月収倍率は、直近5年間では、いずれの年も当方の診断基準（18.0月）を下回って推移して
おり、令和4年度（診断対象年度）においても4.8月と当方の診断基準（18.0月）を下回っていることから、債務高水準の状
況にはない。
　なお、令和4年度の実質債務月収倍率4.8月は、類似団体平均7.6月と比較すると優位である。

②フロー面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度））
　償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、令和元年度以降概ね低下傾向にあり、令和4年度では9.3%と当方の
診断基準（10.0%)を下回っている。また、債務償還可能年数は、令和4年度では4.3年と当方の診断基準（15.0年）を下回っ
ていることから、両指標を合わせて見れば、収支低水準の状況にはない。
　なお、令和4年度の行政経常収支率9.3%は類似団体平均13.6%と比較すると劣位である。
　また、令和4年度の債務償還可能年数4.3年は、類似団体平均4.9年と比較すると優位である。

２．資金繰り状況について

　資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力としての積立金等の
水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】
　資金繰り状況については、積立金等の水準に注意すべき状況にあると考えられる。

①ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準）
　資金繰り余力の水準を示す積立金等月収倍率は、令和元年度以降低下しており、令和4年度では2.4月と当方の診断
基準（3.0月）を下回っている。また、行政経常収支率は令和4年度で9.3%と当方の診断基準(10.0%)を下回っていることか
ら、両指標を合わせて見れば、積立低水準の状況にある。
　なお、令和4年度の積立金等月収倍率2.4月は、類似団体平均6.0月と比較すると劣位である。

②フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）
　「１．債務償還能力について　②フロー面」に記載のとおり、収支低水準の状況にはない。

高浜市

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
類似団体平均値

（R4年度）

債務償還可能年数 4.4年 3.5年 3.1年 2.4年 2.8年 2.3年 4.1年 4.1年 4.2年 4.3年 4.9年

実質債務月収倍率 6.0月 4.7月 3.9月 3.2月 3.2月 3.9月 4.5月 5.5月 4.9月 4.8月 7.6月

積立金等月収倍率 2.9月 3.1月 3.2月 3.2月 3.1月 3.3月 2.9月 2.7月 2.5月 2.4月 6.0月

行政経常収支率 11.2％ 11.1％ 10.4％ 10.7％ 9.4％ 13.8％ 9.2％ 11.2％ 9.6％ 9.3％ 13.6％

財務上の留意点

●財務指標の経年推移

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

参考１　診断基準 　参考２　財務指標の算式

定義 　・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支
　・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）
　・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）
　・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

　※実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等
　　有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等
　　積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金
　　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

債務高水準
①実質債務月収倍率24ヶ月以上

②実質債務月収倍率18ヶ月以上かつ
　債務償還可能年数15年以上

積立低水準
①積立金等月収倍率1ヶ月未満

②積立金等月収倍率3ヶ月未満かつ
　行政経常収支率10%未満

収支低水準
①行政経常収支率0%以下

②行政経常収支率10%未満かつ
　債務償還可能年数15年以上



〇過去から債務高水準となっていない理由・背景（取組みなど）
　
　貴市は、社会保障費等の経常的な経費に優先的に財源を充当し、真に必要な事業を除き普通建設事業の実施を見送ることにより
建設債の発行を抑制してきた。平成30年度以降、小中学校長寿命化改良事業等の実施により建設債の発行額が増加したものの、令
和2年度をピークに減少している。
　このため、直近5年間において実質債務月収倍率は当方の診断基準（18.0月）を下回って推移しており、債務高水準となっていない。

【収支系統】

〇過去から収支低水準となっていない理由・背景（取組みなど）
　
　貴市は、アウトソーシング戦略による行政のスリム化、PFIの活用等を推進することで、人件費の増加抑制などに取り組んできたが、
直近5年間（平成30年度～令和4年度）においては、新型コロナウイルス感染症の影響により法人市民税等が減少したほか、施設改
修工事等に伴う衣浦衛生組合分担金の増加等により支出が増加したことから、行政経常収支率は、令和元年度、令和3年度及び令
和4年度に当方の診断基準(10.0%)を下回っている。
　一方、債務償還可能年数については、先述のとおり、従前において建設債の発行が抑制されていたことから、直近5年間は当方の
診断基準(15.0年)を下回る水準で推移しており、行政経常収支率と債務償還可能年数の両指標を合わせて見れば、収支低水準と
なっていない。

【積立系統】

〇過去における積立低水準の該当状況
　
　令和元年度（積立金等月収倍率2.9月、行政経常収支率9.2％）、令和3年度（積立金等月収倍率2.5月、行政経常収支率9.6％）及び
令和4年度に積立低水準に該当。
　
〇過去、積立低水準となっていた理由・背景

　財政調整基金は標準財政規模の20%程度を目標としており、施設改修工事等に伴う衣浦衛生組合分担金の増加等により積立原資
が概ね減少傾向となる中、公共施設等整備基金よりも優先して財政調整基金を積立ててきた。平成30年度以降、小中学校長寿命化
改良事業等の実施に伴い公共施設等整備基金を取り崩す中、令和元年度及び令和3年度において法人市民税の減収に伴い財政調
整基金についても取り崩したことから、積立金等月収倍率は、令和元年度以降、当方の診断基準（3.0月）を下回って推移している。

　また、行政経常収支率については、先述のとおり、直近5年間（平成30年度～令和4年度）において令和元年度、令和3年度及び令
和4年度に当方の診断基準(10.0%)を下回っており、積立金等月収倍率と行政経常収支率の両指標値から、令和元年度、令和3年度
及び令和4年度に積立低水準に該当した。

【今後の見通し】

○４指標の推移の方向性

○計画最終年度の4指標に基づく将来の債務償還能力及び資金繰り状況
・債務償還能力については、償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率の水準が低く、やや注意すべき状況にあると考えられる。
・資金繰り状況については、積立金等残高の水準に注意すべき状況にあると考えられる。

【債務系統】

３．財務の健全性等に関する事項
高浜市

行政経常収支率 9.3%
【行政経常収支の減少】
国（県）支出金等の減少により、行政経常収支が減少。

悪化する見通し

実質債務月収倍率 4.8月
【実質債務の増加】
地方債現在高が増加及び積立金等の減少により、実質債務が増加。

悪化する見通し

積立金等月収倍率 2.4月
【積立金の減少】
財政調整基金や特定目的基金の取崩しにより、積立金等が減少。

悪化する見通し

備考
R4との比較

債務償還可能年数 4.3年
【実質債務の増加】
地方債現在高が増加及び積立金等の減少により、実質債務が増加。

指標 R4年度
R10年度

悪化する見通し



【その他の留意点】

　
　貴市は、企業誘致やアウトソーシング戦略による行政のスリム化、PFIの活用等を推進することで、収入増加や経費削減等に取り組んでき
た。また、社会保障費等の経常的な経費に優先的に財源を充当し、真に必要な事業を除き普通建設事業の実施を見送ることにより、建設
債の発行を抑制してきたことから、人口一人当たりの地方債現在高は県内市町や類似団体に比して低い水準となっている。

　一方、平成30年度以降、小中学校長寿命化改良事業等を実施しており、今後も「高浜市公共施設総合管理計画」を着実に推進していく方
針であることから、その財源として建設債の発行が増加するほか、公共施設等整備基金の全額取崩しや財政調整基金の更なる取崩しも見
込まれている。

　また、施設改修工事等に伴う衣浦衛生組合分担金の増加等により支出が増加する中、今後も国庫支出金の減少や社会福祉費を始めと
した扶助費の増加等も見込まれているところであり、収支や積立金等残高を含めた資金繰り状況は更に悪化する見込みである。

　貴市は、引き続き企業誘致による税収確保や経常経費の見直し等に継続的に取り組むことで、歳入と歳出のバランスを整えるよう努めて
いく方針としているが、社会情勢の変化などによる法人税収の減少や不測の経費の発生も想定されることから、積立金等の資金繰り状況
に留意しつつ、健全かつ計画的な財政経営に引き続き取り組まれたい。

【計数補正】

　債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行っている。

〇財務指標への影響

高浜市

№ 補正科目

1 国（県）支出金等（国庫支出金）

2 行政特別収入（その他）

3 補助費等（その他）

4 行政特別支出（その他）

理由

令和2年度の特別定額給付金給付事業費補助金4,953,940千円は、臨時的か
つ多額な収入であるため国（県）支出金等から減額補正し、行政特別収入とし
て増額補正している。
令和2年度の特別定額給付金給付事業費4,953,940千円は、臨時的かつ多額
な支出であるため補助費等から減額補正し、行政特別支出として増額補正して
いる。

年度 計数補正前 計数補正後

4.1月 4.1年

4.2月 5.5月

2.0月 2.7月

8.4% 11.2%

財務指標

債務償還可能年数

令和2年度
実質債務月収倍率

積立金等月収倍率

行政経常収支率


